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年金積立金管理運用独立行政法人の第二期中期計画（案）の概要 
 

 

１．年金積立金の管理・運用の基本的方針等 

 

（１）年金積立金の管理・運用の基本的な方針 

 分散投資を基本として、長期的な観点からの資産構成割合（以下「基本ポート

フォリオ」という。）を策定し、年金積立金の運用を行う。 

 

（２）運用目標 

 今後年金制度の抜本的な見直しが予定されているとともに、年金積立金

管理運用独立行政法人の運営の在り方について検討が進められているこ

とから、暫定的に第１期中期計画における基本ポートフォリオを中期目

標により求められる資産構成割合とし、今中期計画における基本ポート

フォリオとして定め、これを適切に管理する。 

 中期目標期間において、各資産ごとのベンチマーク収益率を確保する。 

 

（３）リスク管理 

 複数の資産に分散投資することをリスク管理の基本とし、各種リスクの管理を

適切に行う。 

 適切かつ円滑なリバランスを実施するため、市場動向の把握・分析等必要な

機能の強化を図る。 

 各年度の複合ベンチマーク収益率との乖離要因の分析等を行う。 

 

（４）運用手法 

 各資産ともパッシブ運用を中心とし、アクティブ運用は、これまでの実績を勘案

し、超過収益確保の可能性が高いと判断される場合等に限り行う。 

 運用手法の見直しや運用受託機関等の選定・管理の強化のための取組を進

めるとともに、運用受託機関等を適時に見直す。 

 

（５）透明性の向上 

 運用受託機関等の選定や株主議決権の行使に係る公表等により、情報公

開・広報活動の充実を図る。 

 運用受託機関等の選定について、その過程においても、運用委員会の審議

を経る。その際、管理運用委託手数料の水準についても審議の対象とすると

ともに、その透明性の向上を図る。 

 運用委員会の定めるところにより、運用委員会の議事録を一定期間経過後

に公表する。 
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検討中 

全体として調整中 



2 
 

（６）基本ポートフォリオ 

 構成する資産区分は、国内債券、国内株式、外国債券、外国株式及び短期

資産とし、資産構成割合及び乖離許容幅を以下のとおりとする。 
 国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 短期資産 

資産構成割合  ６７％  １１％  ８％ ９％ ５％ 

乖離許容幅 ±８％ ±６％ ±５％ ±５％ ― 

 市場動向を踏まえた適切なリスク管理等を行い、急激な市場の変動があった

場合には、中期目標期間中であっても、必要に応じて見直しの検討を行う。 

 

（７）管理・運用に関し遵守すべき事項について 

 市場の価格形成等への影響に配慮するほか、企業経営への影響の観点から、

株主議決権の行使は直接行わず、運用受託機関の判断に委ねることとし、そ

の行使状況等について報告を求める。 

 年金給付等に必要な流動性を確保するとともに、市場動向の把握・分析や短

期借入金の活用等必要な機能の強化を図る。 

 

２．業務の質の向上 

 リスク管理や法令遵守の確保等を一層的確に実施するための体制整備を図

る。 

 運用受託機関等との不適切な関係を疑われることがないよう、役員の再就職

に関し一定の制約を設ける。 

 法人全体の人件費等を見据えつつ、資質の高い人材の確保・育成や情報シ

ステムの整備等を行う。 

 大学等の研究機関との連携の強化等に努め、調査研究を充実するとともに、

市場に関する情報収集等を強化する。 
 

３．業務運営の効率化 

 経費節減目標に基づく節減を行う。【Ｐ】 

・一般管理費（退職手当、事務所移転経費、人件費、事務所借料等を除く）に

ついては、中期目標期間の最終年度において 21 年度比 15%以上節減。 

・人件費の削減目標については、平成 23 年度までの間、年 1%以上削減。 

・業務経費（システム開発費、管理運用委託手数料、短期借入に係る経費を

除く）については、中期目標期間の最終年度において 21 年度比 5%以上節

減。 

 

４．その他 

 短期借入金の借入を行うことができるよう借入金の限度額等を設定する。 

 現在保有する全ての宿舎を売却する。 

 中期目標期間を超える債務負担については、合理的と判断されるものについ

て行う。 

検討中 
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